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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-1-7-別添4「ブローアウトパネル関連設備の設計方針」にて設定している構

造強度及び機能維持の設計方針に基づき，燃料取替床ブローアウトパネル閉止装置（以下「オペ

フロBOP閉止装置」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有してい

ることを説明するものである。 

オペフロBOP閉止装置は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

オペフロBOP閉止装置の構造計画を表2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

オペフロ BOP 閉止装置

は，原子炉建屋外壁面に

設置しており，扉枠は，

据付ボルトにより原子炉

建屋の壁に固定される。

扉は吊具を介して扉枠に

支持される。 

オペフロ BOP 閉止装置

は，扉，扉枠（扉を移

動させるためのレール

を含む），ローラ，扉

を駆動する電動機（チ

ェーンを含む）及び閂

から構成される。 
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2.2 評価方針 

オペフロBOP閉止装置の応力評価は，Ⅴ-1-1-7-別添4「ブローアウトパネル関連設備の設計

方針」に基づき，「2.1 構造計画」にて示すオペフロBOP閉止装置の部位を踏まえ，「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地

震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，オペフロ

BOP閉止装置の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機

能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，「5. 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示

す。オペフロBOP閉止装置の構造強度評価フローを図2－1に，機能維持評価フローを図2－2に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 オペフロBOP閉止装置の構造強度評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－2 オペフロBOP閉止装置の機能維持評価フロー 

地震応答解析 

設計用地震力 

オペフロ BOP 閉止装置 
支持部材 

計算モデルの設定 

オペフロ BOP 閉止装置 
駆動部 

地震時に作用する荷重 

オペフロ BOP 閉止装置 
扉 

解析モデルの設定 

固有値解析 

オペフロ BOP 閉止装置の構造強度評価 

地震時における応力 

設計用地震力 

機能維持評価用加速度の算出 

オペフロ BOP 閉止装置の機能維持評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社)日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＡＧ ガイドレールの断面積 mm2 

ＡＬ チェーンの許容荷重 N 

Ａ 外梁の断面積 mm2 

Ｅ 扉の縦弾性係数 MPa 

ＣＨ１ オペフロBOP閉止装置の面外方向設計震度 ― 

ＣＨ２ オペフロBOP閉止装置の面内方向設計震度 ― 

ＣＶ オペフロBOP閉止装置の鉛直方向設計震度 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

ＦＧ ガイドレールに作用する引張力 N 

ＦＣ チェーンに作用する力 N 

Ｆｘ 外梁に作用する力（ｘ方向） N 

Ｆｙ 外梁に作用する力（ｙ方向） N 

Ｆｚ 外梁に作用する力（ｚ方向） N 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

ＬＧ ガイドレールの長さ mm 

ｍ 扉の質量 kg 

ＭＧ ガイドレールに作用するモーメント mmN  

Ｍｘ 外梁に作用するモーメント（ｘ軸周り） mmN  

Ｍｙ 外梁に作用するモーメント（ｙ軸周り） mmN  

Ｍｚ 外梁に作用するモーメント（ｚ軸周り） mmN  

Ｐ 圧力条件 Pa 

ＱＧ ガイドレールに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

Ｔ 温度条件 ℃ 

ＺＧ ガイドレールの断面係数 mm3 

Ｚｘ 外梁のねじり断面係数 mm3 

Ｚｙ 外梁のｙ軸周り断面係数 mm3 

Ｚｚ 外梁のｚ軸周り断面係数 mm3 

ν ポアソン比 ― 

σｃＧ ガイドレールに生じる組合せ応力 MPa 

＊
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記号 記号の説明 単位 

σｔＧ ガイドレールに生じる引張応力 MPa 

σｃ 外梁に生じる組合せ応力 MPa 

σｔ 外梁に生じる引張応力 MPa 

σｘ 外梁に生じる引張応力（ｘ方向） MPa 

σｙ 外梁に生じる引張応力（ｙ方向） MPa 

σｚ 外梁に生じる引張応力（ｚ方向） MPa 

τＧ ガイドレールに生じるせん断応力 MPa 

τ 外梁に生じるせん断応力 MPa 

τｘ 外梁に生じるせん断応力（ｘ方向） MPa 

τｙ 外梁に生じるせん断応力（ｙ方向） MPa 

τｚ 外梁に生じるせん断応力（ｚ方向） MPa 

注：記号右端添字にＧが付くものは，ガイドレール評価用を代表で示したものであり，テーパブロ

ック評価用についてはＧ→ＵＴ，閂ピン評価用についてはＧ→Ｐ，ハンガーレール評価用につい

てはＧ→Ｈに置き換えるものとする。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりとする。 

 

表2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2 ：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

オペフロBOP閉止装置の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，扉開状態及び扉閉状態それぞれの場合において，扉のうち耐震評価上厳しくなる外

梁，面外方向支持部材のうちガイドレール及びテーパブロック，面内方向支持部材のうち閂ピ

ン，鉛直方向支持部材のうちハンガーレール，及び駆動部のうちチェーンについて実施する。 

評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

「3. 評価部位」にて設定した各評価部材の構造強度評価方法を以下に示す。なお，耐震計

算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.1.1 扉の構造強度評価方法 

(1) 扉は吊具，閂及びローラ等により支持される構造であるため，その構造に応じた方向の

変位を拘束するものとする。 

(2) 地震力は扉に対して面外方向，面内方向及び鉛直方向の 3方向から作用するものとし，

強度評価において組み合わせるものとする。 

(3) 扉閉状態において圧力は，扉に対して面外方向に等分布に作用するものとし，評価にお

いて 4辺を面外方向に拘束するものとする。また，強度評価において地震力と組み合わせ

るものとする。 

 

4.1.2 支持部材の構造強度評価方法 

(1) ガイドレール 

a. 扉からの地震荷重は，面外方向に作用するものとする。 

b. ガイドレールの構造強度評価は，集中荷重が先端に作用する片持ち梁モデルを適用す

る。 

 

(2) テーパブロック 

a. 扉からの地震荷重及び圧力は，面外方向に作用するものとする。 

b. テーパブロックの構造強度評価は，取付ボルトのせん断応力を評価する。 

 

(3) 閂ピン 

a. 扉からの地震荷重は，面内方向に作用するものとする。 

b. 閂ピンの構造強度評価は，集中荷重が中央に作用する両端支持梁モデルを適用する。 

 

(4) ハンガーレール 

a. 扉からの地震荷重は，鉛直方向に作用するものとする。 

b. ハンガーレールの構造強度評価は，集中荷重が先端に作用する片持ち梁モデルを適用 

 する。 
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4.1.3 駆動部の構造強度評価方法 

チェーンに作用する荷重は，閂により制限される変位の最大値である      の変位（チ

ェーンの伸び      ）を想定して設定した値とする。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

オペフロ BOP 閉止装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

オペフロ BOP 閉止装置の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，  

表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3

（扉開状態）及び表 4－4（扉閉状態）に示す。また，許容荷重評価条件のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納施設 
放射性物質濃度

制御設備 

オペフロ BOP 

閉止装置 
常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅢＡＳ＊3 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1 ：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

    ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

    ＊3 ：閂ピンについては，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力が作用した後においても，扉固定の機能を維持する設計とすることから 

      許容応力状態をⅢＡＳとする。 
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表4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 組合せ せん断 

ⅢＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆｔ ― 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆｔ ― 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 
1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

    ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊3 ：閂ピンについては，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力が作用した後においても，扉固定の機能を維持する設計とすることから 

     許容応力状態をⅢＡＳとする。 
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表4－3 扉開状態における使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

外梁  周囲環境温度 50    

ガイドレール  周囲環境温度 50    

閂ピン 
 

 
周囲環境温度 50    

ハンガーレール  周囲環境温度 50    

 

表 4－4 扉閉状態における使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

外梁  周囲環境温度 100    

テーパブロック 

取付ボルト 
 周囲環境温度 100    

閂ピン 
 

 
周囲環境温度 100    

ハンガーレール  周囲環境温度 100    
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表4－5 使用材料の許容荷重評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

許容荷重 

(N) 

チェーン  周囲環境温度 50  

           注記＊：設計・建設規格 SSB-3200 に基づき，荷重試験により求めた支持構造物の許容荷重
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4.3 解析モデル及び諸元 

オペフロ BOP 閉止装置の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【オペフロ BOP 閉止装置の耐震性についての計算結果】の機器要目に

示す。 

(1)  オペフロ BOP 閉止装置の耐震計算に用いる解析モデルは，はり要素及びシェル要素を用い

た有限要素モデルとする。はり要素及びシェル要素は板厚中心位置でモデル化する。 

(2)  質量は，扉を構成する部材の質量を考慮する。 

(3)  拘束条件は，吊具，閂及びローラ部の並進方向拘束とする。 

(4)  計算機コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重

及びモーメントを求める。なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要

については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 解析モデル 
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4.4 固有周期 

扉開状態における固有値解析結果を表 4－6 に，扉閉状態における固有値解析結果を表 4－7

に，振動モード図を図 4－2 に示す。扉開状態及び扉閉状態において，面内方向及び鉛直方向

の固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

 

表4－6 扉開状態の固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 面外方向 面内方向 

1 次 面外 0.072 -1.144 0.000 0.000 

2 次 面外 0.047 ― ― ― 

 

表4－7 扉閉状態の固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 面外方向 面内方向 

1 次 面外 0.072 1.161 0.000 0.000 

2 次 面外 0.046 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリクスの積から算出した

値を示す。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 振動モード図  
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4.5 設計用地震力 

扉開状態における耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－8 に，扉閉状態における耐震評価

に用いる設計用地震力を表 4－9 に示す。「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準

地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。

また，減衰定数は，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

表 4－8 扉開状態の設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L.      

固有周期(s) 面外：0.072＊1  面内：0.05 以下  鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％)  

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

 震度 

応答水平震度＊2 応答鉛直 

 震度＊2 面外方向 面内方向 面外方向 面内方向 

1 次 0.072 ― ― ―  ― ― 

2 次 0.047 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊3 ― ― ―    

注記＊1 ：1 次固有周期について記載 

  ＊2 ：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

  ＊3 ：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

 

表 4－9 扉閉状態の設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L.  

固有周期(s) 面外：0.072＊1  面内：0.05 以下  鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％)  

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

 震度 

応答水平震度＊2 応答鉛直 

 震度＊2 面外方向 面内方向 面外方向 面内方向 

1 次 0.072 ― ― ―  ― ― 

2 次 0.046 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊3 ― ― ―    

注記＊1 ：1 次固有周期について記載 

  ＊2 ：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

  ＊3 ：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

(1) 扉の計算方法 

a. 外梁 

外梁に加わる荷重は，解析による計算で得られる値を使用し，応力を図 4－3 を用い

て計算する。負担力は，並進力Ｆｘ，Ｆｙ，Ｆｚ，モーメント力Ｍｘ，Ｍｙ，Ｍｚとする。

ただし，添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にと

る。応力は，「7. 引用文献」より，下記の計算式にて求める。 

(a) 応力成分 

  上記荷重による応力成分は次式となる。 

σ
ｘ
＝

Ｆ
ｘ

Ａ
，σ

ｙ
＝

Ｍ
ｙ

Ｚ
ｙ

，σ
ｚ
＝

Ｍ
ｚ

Ｚ
ｚ

 

τ
ｘ
＝

Ｍ
ｘ

Ｚ
ｘ

，τ
ｙ
＝

Ｆ
ｙ

Ａ
，τ

ｚ
＝

Ｆ
ｚ

Ａ
 

(b) 引張応力 

   引張応力は次式となる。 

σ
ｔ
＝σ

ｘ
＋σ

ｙ
＋σ

ｚ
 

 

(c) せん断応力 

   せん断応力は次式となる。 
 

τ＝  (τｘ＋τｙ)2＋τｚ
2 

                                            

             τｙ
2＋(τｘ＋τｚ)2 

 

(d) 組合せ応力 

   組合せ応力は次式となる。 

σ
ｃ
＝ σt

2
＋3・τ2 

 

  

･･･････････ （4．6．1．1） 

 
大きい方 

･･･････････ （4．6．1．2） 

･･･････････････････････････ （4．6．1．3） 

･･･････････ （4．6．1．4） 

･･･････････････････････････････ （4．6．1．5） 
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外梁の最大応力発生部位を図4－1の ａ 及び b 示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－3 扉外梁の部材断面 

 

 

  

y x 

z 
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(2) 支持部材の計算方法 

a. ガイドレール 

ガイドレールに作用する荷重によるせん断力及び曲げモーメントを算出し，ガイドレ

ールに生じる応力を計算する。計算モデルは図4－4に示すとおり，集中荷重が先端に作

用する片持ち梁モデルとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－4 ガイドレール計算モデル 

 

(a) 引張応力 

    ガイドレールに作用する曲げモーメントは次式により求める。 

        ＭＧ＝ＦＧ・ＬＧ 

     ガイドレールに生じる引張応力は次式により求める。 

σ
ｔＧ

＝
Ｍ

Ｇ

Ｚ
Ｇ

 

 

(b) せん断応力 

       ガイドレールに作用するせん断力は次式により求める。 

      ＱＧ＝ＦＧ 

     ガイドレールに生じるせん断応力は次式により求める。 

τ
Ｇ
＝

Ｑ
Ｇ

Ａ
Ｇ

 

 

･･････････････････････････････････････ （4．6．1．6） 

････････････････････････････････････････ （4．6．1．7） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．8） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．9） 
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(c) 組合せ応力 

     ガイドレールに生じる組合せ応力は次式により求める。 

σ
ｃＧ

＝ σtＧ
2
＋3・τＧ

2 

 

b. テーパブロック取付ボルト 

テーパブロック取付ボルトに作用する荷重によるせん断力を算出し，ボルトに生じる

応力を計算する。計算モデルは図4－5に示すとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－5 テーパブロック取付ボルト計算モデル 

 

(a) せん断応力 

     テーパブロック取付ボルトに作用するせん断力は次式により求める。 

      ＱＵＴ＝ＦＵＴ 

テーパブロック取付ボルトに生じるせん断応力は次式により求める 

τ
ＵＴ

＝
Ｑ

ＵＴ

Ａ
ＵＴ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･････････････････････････････ （4．6．1．10） 

 ･････････････････････････････････････････ （4．6．1．11） 

  ････････････････････････････････････････ （4．6．1．12） 
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c. 閂ピン 

閂ピンに作用する荷重によるせん断力及び曲げモーメントを算出し，閂ピンに生じる

応力を計算する。計算モデルは図4－6に示すとおり，集中荷重が中央に作用する両端支

持梁モデルとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－6 閂ピン計算モデル 

 

(a) 引張応力 

     閂ピンに作用する曲げモーメントは次式により求める。 

Ｍ
Ｐ
＝

Ｆ
Ｐ
・Ｌ

Ｐ

４
 

     閂ピンに生じる引張応力は次式により求める。 

σ
ｔＰ

＝
Ｍ

Ｐ

Ｚ
Ｐ

 

 

(b) せん断応力 

     閂ピンに作用するせん断力は次式により求める。 

Ｑ
Ｐ
＝

Ｆ
Ｐ

２
 

     閂ピンに生じるせん断応力は次式により求める。 

τ
Ｐ
＝

Ｑ
Ｐ

Ａ
Ｐ

 

 

(c) 組合せ応力 

     閂ピンに生じる組合せ応力は次式により求める。 

σ
ｃＰ

＝ σtＰ
2
＋3・τＰ

2 

  

････････････････････････････････････ （4．6．1．13） 

････････････････････････････････････････ （4．6．1．14） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．15） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．16） 

･･････････････････････････････ （4．6．1．17） 
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d. ハンガーレール 

ハンガーレールに作用する荷重によるせん断力及び曲げモーメントを算出し，ハンガ

ーレールに生じる応力を計算する。計算モデルは図4－7に示すとおり，集中荷重が先端

に作用する片持ち梁モデルとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－7 ハンガーレール計算モデル 

 

(a) 引張応力 

     ハンガーレールに作用する曲げモーメントは次式により求める。   

    ＭＨ＝ＦＨ・ＬＨ 

     ハンガーレールに生じる引張応力は次式により求める。 

σ
ｔＨ

＝
Ｍ

Ｈ

Ｚ
Ｈ

 

 

(b) せん断応力 

     ハンガーレールに作用するせん断力は次式により求める。 

      ＱＨ＝ＦＨ 

     ハンガーレールに生じるせん断応力は次式により求める。 

τ
Ｈ
＝

Ｑ
Ｈ

Ａ
Ｈ

 

 

(c) 組合せ応力 

     ハンガーレールに生じる組合せ応力は次式により求める。 

σ
ｃＨ

＝ σtＨ
2
＋3・τＨ

2 

 

 

 

･････････････････････････････････････ （4．6．1．18） 

････････････････････････････････････････ （4．6．1．19） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．20） 

･･････････････････････････････････････････ （4．6．1．21） 

･･････････････････････････････ （4．6．1．22） 
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4.6.2 荷重の計算方法 

(1) 駆動部の計算方法 

a. チェーン 

駆動部はチェーン張力を用いて荷重を計算する。図4－8に示すとおり，チェーンの引

張り試験により得られた荷重－変位曲線に基づき，設計・建設規格 SSB-3200の規定に

従って許容荷重を算定するとともに，チェーンの変位     に相当する荷重を強度評価

用の荷重に設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－8 チェーンの引張り試験により得られた荷重－変位曲線 

許容荷重

変位 (mm) 

荷
重
 
(k
N
) 

強度評価用の荷重 

（チェーン変位      に相当する荷重） 
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4.7 計算条件 

応力計算に用いる自重（扉）及び荷重（地震荷重及び圧力）は，本計算書の【オペフロ BOP

閉止装置の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 扉及び支持部材の応力評価 

4.6.1 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合＊1 

許容引張応力 

ƒｔ 
・1.5

1.5

Ｆ
 ・1.5

1.5

Ｆ
 

許容せん断応力 

ƒｓ 
  

許容組合せ応力 

ƒｔ 
・1.5

1.5

Ｆ
 ・1.5

1.5

Ｆ
 

注記＊1 ：閂ピンについては，基準地震動Ｓｓにより定まる地震力が作用した後に 

      おいても，扉固定の機能を維持する設計とすることから許容応力状態を 

      ⅢＡＳとする。 

 

4.8.2 取付ボルトの応力評価 

4.6.1項で求めた取付ボルトのせん断応力が，せん断力のみを受ける許容せん断応力 

ƒｓｂ以下であること。 

ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

・1.5
31.5・

Ｆ
 

 

4.9 荷重の評価 

4.9.1 チェーンの荷重評価 

4.6.2 項にて設定したチェーンに作用する荷重が許容荷重以下であること。 

ただし，許容荷重は設計・建設規格 SSB-3200 の規定による。 

  

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ ＊
 

＊
 

＊
 

＊
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5. 機能維持評価 

オペフロ BOP 閉止装置の動的機能維持評価について，以下に示す。 

 

5.1 機能維持評価用加速度 

オペフロBOP閉止装置は原子炉建屋に直接取り付けられることから，機能維持評価用加速度

は，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」に示す原子炉建屋の地震応答解析で評価した，

オペフロBOP閉止装置取付部の頂部位置に生じる加速度とする。機能維持評価用加速度を表5－

1に示す。 

 

            表5－1 機能維持評価用加速度     （×9.8m/s2） 

評価部位 
対象機器設置箇所 

(m) 
方向 

機能維持 

評価用加速度 

オペフロ BOP 

閉止装置 

原子炉建屋 

T.M.S.L.   

面外  

面内  

鉛直  

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

5.2 機能確認済加速度 

オペフロBOP閉止装置について，実機の据付状態を模擬し，加振台上に架台を設置し，架台

にオペフロBOP閉止装置を取り付けた上で，設置される床における設備評価用床応答曲線を包

絡する模擬地震波により加振試験を行う。オペフロBOP閉止装置の機能確認済加速度には，水

平2方向と鉛直方向の3方向同時加振試験において，オペフロBOP閉止装置の作動性及び気密性

を保持できることを確認した最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表5－2に示す。 

 

               表5－2 機能確認済加速度     （×9.8m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

オペフロ BOP 閉止装置 

面外  

面内  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

オペフロBOP閉止装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1)  構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2)  機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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7. 引用文献 

引用文献を以下に示す。 

・機械工学便覧（改訂第 6版）（日本機械学会編 1987 年 4 月）（(社)日本機械学会） 
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【オペフロ BOP 閉止装置の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

 1.1 設計条件 

  1.1.1 扉開状態の設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 
面外方向 面内方向 鉛直方向 

面外方向 

設計震度 

面内方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

面外方向 

設計震度 

面内方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

オペフロ BOP 

閉止装置 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  
0.072 0.05 以下 0.05 以下 ― ― ― 

 

 
  50 

注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

  ＊2 ：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値 

 

  1.1.2 扉閉状態の設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 
面外方向 面内方向 鉛直方向 

面外方向 

設計震度 

面内方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

面外方向 

設計震度 

面内方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

オペフロ BOP 

閉止装置 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  
0.072 0.05 以下 0.05 以下 ― ― ― 

 

 
  100 

注記＊1 ：基準床レベルを示す。 

  ＊2 ：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値 
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 1.2 機器要目 

  1.2.1 外梁 

   (1) 扉開状態 

ｍ 

(kg) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚｘ 

(mm3) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

 

      

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

    ―    

 

   (2) 扉閉状態 

ｍ 

(kg) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚｘ 

(mm3) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

 Ｐ 

(Pa) 

       

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

    ―    

 

  

＊
 

＊
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  1.2.2 ガイドレール（扉開状態のみ） 

   (1) 扉開状態 

ＬＧ 

(mm) 

ＡＧ 

(mm2) 

ＺＧ 

(mm3) 

 

    

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

    ―  

 

  1.2.3 テーパブロック取付ボルト（扉閉状態のみ） 

   (1) 扉閉状態 

ＡＵＴ 

(mm2) 

   Ｐ 

(Pa) 

     

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

    ―  

 

  

＊
 

＊
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  1.2.4 閂ピン 

   (1) 扉開状態 

ＬＰ 

(mm) 

ＡＰ 

(mm2) 

ＺＰ 

(mm3) 

   

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

 

 

 

    ― 

 

   (2) 扉閉状態 

ＬＰ 

(mm) 

ＡＰ 

(mm2) 

ＺＰ 

(mm3) 

   

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

 

 

 

    ― 

  

＊
 

＊
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  1.2.5 ハンガーレール 

   (1) 扉開状態 

ＬＨ 

(mm) 

ＡＨ 

(mm2) 

ＺＨ 

(mm3) 

   

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

    ―  

 

   (2) 扉閉状態 

ＬＨ 

(mm) 

ＡＨ 

(mm2) 

ＺＨ 

(mm3) 

   

 

材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

    ―  

 

  1.2.6 チェーン 

 

 

  

ＡＬ 

(N) 

 

＊
 

＊
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 1.3 計算数値 

  1.3.1 外梁の荷重 

   (1) 扉開状態 

                                                                    （単位：N） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  ―  

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
 

   (2) 扉閉状態 

                                                                    （単位：N） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  ―  

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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  1.3.2 外梁のモーメント 

   (1) 扉開状態 

                                                                 （単位：N･mm） 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  ―  

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
 

   (2) 扉閉状態 

                                                                 （単位：N･mm） 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  ―  

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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  1.3.3 ガイドレールの荷重（扉開状態のみ） 

   (1) 扉開状態 

                                            （単位：N） 

ＦＧ ＱＧ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  

 

  1.3.4 ガイドレールのモーメント（扉開状態のみ） 

   (1) 扉開状態 

                  （単位：N･mm） 

ＭＧ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  
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  1.3.5 テーパブロック取付ボルトの荷重（扉閉状態のみ） 

   (1) 扉閉状態 

                                          （単位：N） 

ＦＵＴ ＱＵＴ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  

 

  1.3.6 閂ピンの荷重 

   (1) 扉開状態 

                                          （単位：N） 

ＦＰ ＱＰ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  

 

   (2) 扉閉状態 

                                          （単位：N） 

ＦＰ ＱＰ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  
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  1.3.7 閂ピンのモーメント 

   (1) 扉開状態 

                 （単位：N･mm） 

ＭＰ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  

 

   (2) 扉閉状態 

                 （単位：N･mm） 

ＭＰ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  
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  1.3.8 ハンガーレールの荷重 

   (1) 扉開状態 

                                           （単位：N） 

ＦＨ ＱＨ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  

 

   (2) 扉閉状態 

                                           （単位：N） 

ＦＨ ＱＨ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  ―  
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  1.3.9 ハンガーレールのモーメント 

   (1) 扉開状態 

                 （単位：N･mm） 

ＭＨ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  

 

   (2) 扉閉状態 

                 （単位：N･mm） 

ＭＨ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

―  

 

  1.3.10 チェーンの荷重 

        （単位：N） 

ＦＣ 
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 1.4 結論 

  1.4.1 固有周期 

   (1) 扉開状態 

                            （単位：s） 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 面外 0.072 

2 次 面外 0.047 

 

   (2) 扉閉状態 

                            （単位：s） 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 面外 0.072 

2 次 面外 0.046 
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  1.4.2 応力 

   (1) 扉開状態 

                                                             （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

外梁  

引張り ― ― σｔ＝55  

せん断 ― ― τ＝1  

組合せ ― ― σｃ＝55  

ガイドレール  

引張り ― ― σｔＧ＝27  

せん断 ― ― τＧ＝2  

組合せ ― ― σｃＧ＝27  

閂ピン 
 
 
 

引張り ― ― σｔＰ＝79  

せん断 ― ― τＰ＝8  

組合せ ― ― σｃＰ＝80  

ハンガーレール  

引張り ― ― σｔＨ＝70  

せん断 ― ― τＨ＝4  

組合せ ― ― σｃＨ＝71  

すべて許容応力以下である。  
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   (2) 扉閉状態 

                                                             （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

外梁  

引張り ― ― σｔ＝54  

せん断 ― ― τ＝1  

組合せ ― ― σｃ＝54  

テーパブロック 

取付ボルト 
 せん断 ― ― τＵＴ＝20  

閂ピン 
 
 

 

引張り ― ― σｔＰ＝79  

せん断 ― ― τＰ＝8  

組合せ ― ― σｃＰ＝80  

ハンガーレール  

引張り ― ― σｔＨ＝70  

せん断 ― ― τＨ＝4  

組合せ ― ― σｃＨ＝71  

すべて許容応力以下である。 
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  1.4.3 荷重 

    （単位：N） 

部材 材料 荷重 チェーンに作用する力 チェーンの許容荷重 

チェーン  引張荷重   

すべて許容荷重以下である。  

 

  1.4.4 動的機能の評価結果 

   （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

オペフロ BOP 閉止装置 

面外方向   

面内方向   

鉛直方向   

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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